


・通期、連結の売上高、営業利益、経常利益としては、過去最高。

・のれん及び固定資産に係る減損損失を特別損失として５１７億円計上。

・当期純利益が、3月30日付での予想数値より増加したのは、予想数値公表時の
見込み額と比べ、最終決算数値により確定した減損損失額が５３億円、
減少したことによる。

◇事業環境に関する認識と確認（経済環境）

海外経済が緩やかな回復を継続するなか、輸出や生産活動等の持ち直しによって、
緩やかな回復基調で推移。

◇事業環境に関する認識と確認（物流業界の状況）

国内貨物は、自動車部品や鉄鋼等の輸送需要が増加し、
国際貨物は、アジア向けを中心として、電子部品等の航空貨物が好調を維持するなど、
総じて堅調に推移。



◇売上高の推移

対前年１，３１０億円、７．０％増加。

・国際貨物の堅調な荷動きを背景に、お客様の動向を的確に捉え、国内、海外の各地域が
取扱いを伸ばし、すべてのセグメントで増収。

◇営業利益の推移

対前年１２８億円、２２．４％、増加。

・利用運送費や外注費の増加、燃油費の上昇したが、売上高の増加等により、
米州を除く各セグメントで増益。

・有形固定資産の減価償却方法の変更により、従来の方法によった場合と比べ、
営業利益が、８３億円増加。



◇経常利益の推移

対前年１０５億円、１６．６％の増加。

・営業外収益は、為替差益や持分法による投資利益の減少等により、３０億円減少。

・営業外費用は、前年にあった自己株式取得費用や
社債発行関連費用の減少等により、８億円減少。

◇当期純利益の推移

・特別利益は、政策保有株式の売却および退職給付信託への拠出により、
売却益を５８億円、退職給付信託設定益を１５６億円
それぞれ計上したことなどから、１５９億円増加。

・特別損失は、減損損失の計上などから、５０１億円増加。



◇財政状態

・総資産は、のれん等の無形固定資産の減少により、３７億円減少。

◇キャッシュ・フローの状況

・現金及び現金同等物の２０１８年３月末残高は、２５４億円減少。

・主に、固定資産の取得による支出が増加したことなどによるもの。







◇適正料金収受の取組み

・２０１７年度累計で、３７億円の収入増加の効果があったが、
外注費の単価増の影響が３４億円あり、増益効果は、３億円。
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※以下、セグメント毎の概況は、第４四半期単四半期の内容

「海外会社」の第４四半期は、１０－１２月期

◇日本・・・増収、増益
・鉄道輸送は、自動車関連部品の取扱いが増加したが、
悪天候による運休本数の増加により、減収。
・トラック輸送は、鉄鋼や自動車関連部品の荷動きが堅調に推移し、増収。

・海運は、機械関連部品や自動車の設備輸送の輸出、アパレル関係の輸入が堅調。

・航空は、輸出混載貨物重量が、対前年で４１．２％と増加し、
マーケットの伸び率、１９．４％を大きく上回った。

・欧州を筆頭に、各方面向けに自動車関連部品が好調に推移し、
北・中米向けの機械部品やアジア向けの電子部品等の荷動きも堅調。

・日本発の輸出航空貨物の重量動向、当社シェアの推移については、補足資料１ページ参照。

・有形固定資産の減価償却方法の変更により、従来の方法によった場合と比べ、
年間累計で６６億円利益が増加。

・補足資料の２ページで、減価償却方法の変更の影響と退職給付にかかる数理差異の
影響を除いた、日本セグメント内の年間累計での営業利益の増減を、事業部門別にご案内。

・決算処理等を含まない参考数値ですが、事業部門ごとの傾向を示す資料として、ご参照。

◇米州・・・増収、減益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、減益。

・前年にあった航空輸出の増大の反動減による減少はあったものの、
海運の輸出入、倉庫配送、自動車運送が堅調で増収。

・航空利用費やトラックの外注費が高騰しており、減益。



◇欧州・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・航空輸出が昨年の不調から脱し、航空輸入も、自動車関連や電子部品の
取扱いが増加。

・オランダにおける倉庫配送業務も、堅調に推移。

・イタリアでは、ハイファッションの取扱いにより、航空輸出が堅調。

・フランスにおける非日系顧客の取扱いも拡大。

◇東アジア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースでは、減収、増益。

・香港における倉庫配送は減収だったが、自動車関連、医療機器、
電子部品等の取扱いにより、航空輸出入、海運輸出入が、堅調に推移。

・中国におけるチャーター便規制の延長に伴う、航空利用費の高騰は継続しており、
増益ではあったが、利益率の大幅な改善には至らず。



◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の影響を除いた現地通貨ベースにおいても、増収、増益。

・地域全体で、各取扱いが堅調に推移。

・非日系顧客の医薬品や電子部品関連、自動車関連の航空輸出が好調だったが、
一部の国では、利用費や下請費の高騰が顕著。

◇警備輸送・・・増収、増益

・キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの拡販により、地方金融機関からの
アウトソーシングの取込みを推進。

・有形固定資産の減価償却方法の変更により２億円、
従来の方法によった場合と比べ、利益が増加。



◇重量品建設・・・減収、減益

・前年にあった海外の大型プラント工事の反動減によるもの。

・有形固定資産の減価償却方法の変更により９千万円、
従来の方法によった場合と比べ、 利益が増加。

◇物流サポート・・・増収、減益

・日通商事において、石油類の販売単価の上昇により、売上高が増加したほか、
輸出梱包業務などのロジスティクス・サポート事業も、堅調に推移。

・前年度に実施した軽油引取税交付金にかかる経理処理の変更により１１億円、
前年から利益が減少。

・有形固定資産の減価償却方法の変更により１億円、
従来の方法によった場合と比べ、利益が増加。



◇業績予想の前提となる経済環境

・輸出や生産活動の持ち直しにより、引き続き、回復基調が期待される一方で、
世界的な地政学リスクの高まりや欧州の政情不安、米国の政治・経済の動向等により、
先行きは不確実性が高く、不透明な状況で推移すると予測。

・当社グループにおいては、国内外における地域特性に適応した事業展開と
ワンストップ営業・アカウントマネジメントのグローバル展開による
お客様起点での営業強化等により、売上、利益の増加を見込む。



◇日本・・・増収、増益

・航空・輸出フォワーディングが、引き続き、アジア向けを中心に堅調に推移する見込み。

・地域特性に適応した事業展開、およびワンストップ営業・アカウントマネジメントの
さらなる拡大、深化による営業強化を図る。

◇米州・・・増収、減益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでは、増収、増益。

・米国、メキシコにおいて、自動車関連のトラック輸送の取扱いが、引き続き堅調に推移、
海運輸出入・倉庫配送の荷動きが継続する見込み。

◇欧州・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・地域全体で、倉庫配送業務が順調に売上げを伸ばしており、航空・海運の
輸出入フォワーディングも堅調に推移する見込み。

・非日系企業への営業強化も着実に浸透。



◇東アジア・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・中国における自動車関連の取扱いが、引き続き堅調に推移、
航空・海運フォワーディングが回復する見込み。

・航空利用費の高騰は継続するが、顧客への転嫁と混載効率の改善を見込む。

◇南アジア・オセアニア・・・増収、増益

為替の想定を除いた現地通貨ベースでも、増収、増益。

・地域全体で、倉庫配送業務が堅調に推移、
航空・海運の輸出入フォワーディングも、荷動きの継続を見込む。

・アジア発着、アジア域内での物流拡大を図るべく、拠点の拡充等、投資を継続。

◇警備輸送・・・増収、減益

・キャッシュ・ロジスティクス・プラットフォームの構築を図り、地方金融機関を
ターゲットに、アウトソーシングの獲得を推進。

・人件費等の増加影響を見込む。



◇重量品建設・・・減収、減益

・前年上期に集中したシャットダウンメンテナンス業務が減少、海外における
大型プロジェクトが、前年ほど見込めない。

◇物流サポート・・・増収、増益

・日通商事におけるロジスティクス・サポート事業で、
梱包業務が堅調に推移する見込み。
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◇適正料金収受の取組み

・２０１８年度は、８０億円の増収効果、１０億円の増益効果を目指し、取り組む。







◇経営計画の２年目が終了しての所感

・グループ全体としては、概ね想定どおりの推移であったと評価。

・計画の策定時と比べ、経営環境にも様々な変化があったが、施策を着実に実行し、
一定の成果を得ることができたと考える。しかしながら、セグメントごと、あるいは
事業部門ごとには、その成果にバラつきがある。

・国内においては、主要施策であるワンストップ営業・アカウントマネジメントの取組みが
機能し、輸出航空貨物の大幅な伸長や、事業部門をまたがった自動車関連貨物の
取込みなど、成果が表れている。

・外注費や燃油費など、各費用の増加が、連結会社や個別の収益にも
影響しつつある。

・海外でも、各地域で堅調な売上の増加の裏側で、費用の上昇が顕在化しつつある。

・経営計画の最終年度がスタートしたが、これまでの取組みを
大きく変更することはない。

・エリア戦略、機能戦略に基づき、国内・海外におけるワンストップ営業・
アカウントマネジメントをさらに推し進め、グローバル顧客の取扱いの拡大を図る。

・適正料金の収受やシェアードサービスセンターの活用を通じて、収益力を強化。

・成長ドライバーが、海外であることも変わらない。今後も、南アジア地域に
集中的な投資を継続。






